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令和元年度第５回熊本支部評議会議事概要報告 

開 催 日 時 令和２年１月 17 日（金）15：00～17：00 

開 催 場 所 熊本支部会議室（熊本市中央区水前寺 1-20-22） 

出席評議員 尾池評議員、田端評議員、徳冨評議員、野間評議員、東明正評議員、

東久美子評議員、松本評議員（議長）、（50 音順） 

議 題 
 

議題１：令和２年度都道府県単位保険料率について 

議題２：令和２年度支部熊本支部事業計画について 

その他：平成 30 年度事業報告書について 

次回評議会、九州ブロック評議会について 

議 事 概 要 

（主な意見等） 

 

 

議題１．令和 2 年度都道府県単位保険料率について 

 

【資料に基づき、事務局から説明】 

 

主なご意見等 

＜被保険者＞ 

熊本支部の保険料率はかなり上がっているが、下がっている支部がどこか分かるのか。 

 

＜事務局＞ 

 具体的な支部名は出せない。保険料率は西日本が高く、東日本が低い傾向にある。 

 

＜被保険者代表＞ 

 今回上がった要因として激変緩和率の解消と考えられるが、今後の伸び方はどのよう

にイメージしているか。 

 

＜事務局＞ 

 高齢化の影響によるほか、医療の高度化、高額薬剤の保険適用などによる医療費増加

も考えられるため、今後も保険料率は上がっていくものと考えている。 

 

＜被保険者＞ 

 現在の対策では、保険料率の上昇は改善されないイメージを持っている。現在のフレ

ームでできることは、健康経営を推進し病気の罹患を防ぎ医療費を抑える考え方が堅実

的だと思われるが、その考え方でも煮詰まってしまうのは目に見えている。今後の在り

方をどうしていくのかを議論し、意見を上げていって欲しい。 



 

2 

 

 

＜学識経験者＞ 

 都道府県単位の保険料率について、合理的のようで大いなる非合理性を含んでいるよ

うに感じている。医療の需要と供給のバランスが取れていないように思え、供給側に合

わせて保険料率は追随していかなくてはならず、どうしようもない構造的な問題の上に

熊本支部の保険料率は成り立っているように思える。 

 

＜事務局＞ 

 保険者としてコントロールできるところ、できないところがある。地域医療構想調整

会議で将来を見越したあるべき医療提供体制が議論されているが、医療費の適正化など

協会にできる範囲でしっかり努力していくことが使命と捉えている。 

 

＜被保険者＞ 

 医療を受ける場合、個人が負担する以上に社会的に大きな負担がかかっていることに

関心を持ってもらえるようにしていかなければならない。一方で病院経営も非常に厳し

いと聞いている。社会全体が上手くいくよう検討していかなければならないのではない

か。 

 

＜事業主＞ 

 協会けんぽの事業に無関心な事業主も多いと思われる。事業主が動くことによる従業

員への影響力は大きいと思われるため、事業主が集まる機会に協会けんぽも積極的に参

加して、直接事業主に働きかけると良いのではないかと思う。 

 

＜事務局＞ 

 来年度は商工会議所などの協力を得ながら、事業主への働きかけをしっかり行ってい

きたい。 

 

＜学識経験者＞ 

高齢者の医療費を支えるために若い世代の負担が増えている状況。この状況を広報誌

や各方面の委員会等で意見発信していくべき。保険料率がどのように決められていくの

か一般の加入者はあまり知らない。適正な医療のかかり方は加入者にもっと知ってもら

うべきことであり、しっかり広報活動をしていただきたいと考える。 

 

＜事務局＞ 

中身の濃い広報の在り方が大きなテーマになっている。協会も地域医療構想調整会議

に参画しており、データに基づいた意見発信を心掛けている。広報については、地元報

道機関の力を借りながら、ジェネリックの問題、インセンティブの在り方など、効率的

に情報発信していきたい。 
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＜学識経験者＞ 

地域差は年齢構成・所得水準の他に支部の努力では解消できない要素があるものと考

えられる。地域差の要因として医療の供給体制の問題、受診の問題、健康づくり取組等

の問題等々多くの要因があり、影響度合いの大小も様々と思われる。それぞれの要因が

どの程度影響しているのか構造を把握したうえで地域差とすべきでないかと思われる。 

 

＜事務局＞ 

 核心的なご意見と受け止めている。地域差の詳細は緻密に分析できていない。運営委

員会では全国平均的なものが議論され、地域差についてはあまりフォーカスされていな

いため、今回の意見書では地域差にフォーカスした議論をしていくべきとの意見を付け

加えていく。 

 

＜議長＞ 

 都道府県単位の保険料率は、平均保険料率が決まることで機械的に計算された結果で

あり、熊本支部保険料率に異論ないものということでよろしいか。（異論なし） 

保険料率に伴ったいろいろな意見を踏まえ、今後の支部運営、あるいは意見発信を行

っていただきたい。 

 

議題２．令和 2 年度熊本支部事業計画について 

 

【資料に基づき、事務局から説明】 

 

主なご意見等 

 

＜学識経験者＞ 

 研究事業の推進で具体的にはどのような研究事業を予定していのか。 

 

＜事務局＞ 

 特定保健指導後のアンケート調査などを考えている。保健事業については保健グルー

プが、医療については企画総務グループがやっていく。調査研究フォーラムや学会発表

などを目標に取り組んでいきたい。 

  

＜被保険者＞ 

 会社では、特定保健指導を受けた後の分析結果を共有している。協会に情報提供する

ので広報などに参考にしてみてはどうか。 

 

＜事務局＞ 

 現在、健康経営に取り組む事業所の事例を具体的にまとめた事例集を作成している。

そのような取り組みを横展開することで率先して健康づくりに取り組む事業所が増える
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よう働きかけを行っていきたい。 

 

＜被保険者＞ 

 健康に問題がある人には自分事として主体的に捉えて動いてもらう方法が必要。スマ

ホなどで手軽に保健指導のアドバイスを受けられるなど、IT を活用した健康づくり活動

ができるような環境づくりを考えてみてはどうか。また、ある製薬会社ではチャットボ

ットでジェネリック医薬品の詳細が確認できるようになっているが専門者向けだった。

一般の人向けのサイトなど活用する方法もあるのではないか。 

 

＜事務局＞ 

 無関心層の働きかけが重要となる。恐怖感、強制的な縛りによる行動変容もあるが、

来年度はナッジ理論を活用した広報を推進していきたい。 

 

＜学識経験者＞ 

 事業所での健康づくりにおいて大事なのは事業主の理解。要治療者が医療機関を受診

しない理由として、休めない雰囲気、経済的理由があるようだ。経営トップの理解があ

れば保健指導や医療機関を受けやすい雰囲気となる。 

 

＜被保険者＞ 

 民間保険のような個人に対するインセンティブがあっても良いのではないか。 

 

＜事務局＞ 

 個人に対するインセンティブには至っていないが、集団健診時に実施している肌年齢

測定、血管年齢測定などのオプショナル健診はインセンティブ的な発想の中で実施して

いく。 

 

＜議長＞ 

 事業計画対照表の 11 ページの受診勧奨の際のナッジ理論の活用の記載が異質のため、

具体的に記載した方がよい。また、扶養の国内居住要件では具体的にどのように確認す

ることになるのか。 

 

＜事務局＞ 

 国内居住要件者の扶養要件確認は、具体的な確認方法は示されていないが厳格化する

話は聞いている。確認作業の際は、該当する事業所に負担をかけることになるが、広報

等でしっかり周知していきたい。 

 

＜議長＞ 

 実施については各評議員から多数意見が出たが、熊本支部の事業計画自体に大きな変

更はないため、それぞれの意見を踏まえて進めていただきたい。 
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その他．平成 30 年度事業報告について 

    次回評議会、九州ブロック評議会について 

 

【資料に基づき、事務局から説明】 

 

特に意見なし。 

 

（以上） 

 

特 記 事 項  

・次 回：令和２年３月開催予定 

・傍 聴：報道機関 2 名  

 


